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１．はじめに

福岡県の大部分は６月末～７月にかけての時期を中心に、集中的な豪雨が発

生することが多く、県内の傾斜地では毎年どこかで土砂災害に見舞われてきた

（磯ほか、２０１２など）。これは前島（１９６８）が指摘した梅雨期の降水量が他の

時期と比較して圧倒的に多くなる「梅雨区」を有する北西部九州で広く認めら

れる現象で、最近では２０１２年の九州北部豪雨災害のように、集中的な豪雨が

長時間継続する事例も発生している。

ここでは、福岡県県土整備部砂防課で整理した、１９８８年～２０１０年に発生し

た土砂災害の年次報告に基づいて、土砂災害の発生地点密度（１km２あたりの

発生地点数で示す）の福岡県内分布とその経年的変化を示すことによって、こ

の期間の土砂災害発生傾向の特徴について検討する。

最近の集中豪雨は、短時間に比較的狭い範囲に集中するという特徴を示すと

いわれる。この現象について、川野ほか（２００４）は、２００３年の北部九州豪雨

を解析して、降水強度の非常に強い１時間雨量１００mm前後に達するような豪

１）志學館大学人間関係学部 ２）福岡教育大学教育学部
３）西南学院大学非常勤講師 ４）長崎大学熱帯医学研究所

西南学院大学 人間科学論集 第９巻 第２号 ９３―１１４頁 ２０１４年２月



雨が数時間にわたって断続的に線状の範囲に繰り返し出現する現象であると指

摘している。このように、最近の豪雨の特徴である狭い範囲に断続的ながら長

時間継続して降水強度の非常に強い豪雨が襲った地域では、土砂災害の発生地

点が集中し、土砂災害発生密度が高くなるものと予想される。ここでは、福岡

県内の土砂災害発生地点位置図と、土砂災害発生密度分布図（５年間の積算）

を経年的に作成した結果を用いて、土砂災害分布の特徴を検討することとした。

２．土砂災害発生地点の分布

土砂災害発生地点は、筑後平野のように低平な平地が広がる地域には出現し

ないが、山地・丘陵斜面のみならず、段丘崖のように小規模な斜面でも傾斜が

大きい場合はよく出現する。また人工的な法面によって形成された崖でもしば

しば発生する事例が見られる。福岡県は筑後平野などの一部除けば、各市町村

に山地・丘陵・段丘崖等の急傾斜地が認められる（図１）。これらの傾斜地で

は、梅雨末期などの豪雨によって水を含んだ斜面堆積物が内部摩擦による支持

力を失って、地すべりや崩壊を発生しやすい。また大量の降水が断続的に生じ

るために、渓流に堆積していた土砂が水と一体化して集合流動する土石流も発

生しやすい条件を備えている。

磯ほか（２０１２）は、福岡県県土整備部砂防課で作成した年次報告のうち１９９１

年～２０１０年の資料から、土砂災害発生地点を年次別に GISソフトを利用して

正確に地図にプロットした結果を、分布図で示すことを試みた。その結果、単

年度の土砂災害分布図では、県内の一部に災害発生地点がやや集中し、そのほ

かの地点では全く災害が生じていない状況が確認され、また特別な集中豪雨が

発生しない限り、この傾向がほぼ毎年繰り返すことが確認された。しかし、土

砂災害分布を５年間まとめた図を作成すると県内の一部ではなく、平地を除け

ばほぼすべての地域で土砂災害が発生しているように見えることも明らかにし

た（図２～５）。

図２に１９９１～１９９５年の土砂災害発生地点を示す。この期間は、福岡県西部・

英彦山東側斜面・耳納山脈などで災害発生地点が多数認められた。これらは

１９９１年９月１４日と９月２７日の台風に伴う土砂災害が主である。また、１９９２
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年と１９９４年は梅雨後期の土砂災害は生じておらず、土砂災害発生件数も通常

より著しく少ない。ところが、１９９１年・１９９３年・１９９５年は梅雨後期の集中的

豪雨によって県内各地で土砂災害がもたらされた。特に１９９３年は６月２９日～

７月３０日まで断続的に長雨が続き、県内各地で土砂災害が多発した。福岡県

東部は梅雨後期の降水量は県西部よりやや少なく、台風に伴う豪雨による災害

が目立つ傾向にある。集中豪雨の原因は異なるが、５年間の累積では、結果と

して県内の斜面で一見するとほぼ万遍なく土砂災害が生じたことがわかる。

図３は、１９９６～２０００年の土砂災害発生地点を示す。図２と比較すると北九

州市付近の土砂災害発生密度が高めである。１９９６年は６月１８日～２１日に土砂

災害が県内の広い範囲で散発的に発生した。１９９７年は７月７日～１４日にかけ

て、北九州市・朝倉郡・八女などで土砂災害が生じた。また、７月２８日は福

岡市西部周辺、８月１２日は北九州市八幡西区で集中的な土砂災害が生じた。

１９９９年は６月２４日～７月３日の豪雨で県内各地で土砂災害が生じた。２０００年

は６月２８～２９日北九州市で集中的な豪雨に伴なう土砂災害が生じた。この期

図１ 調査対象地域
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図２ １９９１～１９９５年の土砂災害発生地点

図３ １９９６～２０００年の土砂災害発生地点
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図４ ２００１～２００５年の土砂災害発生地点

図５ ２００６～２０１０年の土砂災害発生地点
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間の土砂災害は梅雨期の長雨と集中豪雨による災害で、５年間をまとめると県

内各地に一見ほぼ均等に災害が生じたことがわかる。

図４は、２００１～２００５年の土砂災害発生地点を示す。この期間の土砂災害の

発生数は２００３年が突出しているが、そのほかは平年とあまり変化はなく、２００１

年が多少多いという程度である。２００１年は６月１９～２０日と２３日に福岡市周

辺、７月６日と１２日に筑肥山地周辺で土砂災害が発生した。２００２年は梅雨期

の災害はなく、５月１５日と９月１６日に低気圧と台風による土砂災害が生じた。

２００３年７月災害は九州豪雨災害として知られる。７月１８～１９日に時間雨量１００

mm前後、総降水量２００～３００mm以上というきわめて強い集中豪雨が、数時

間という短期間に福岡市南部から直方を経て北九州市までの北東―南西方向で

帯状に生じ、崩壊・土石流を多発し、御笠川・宇美川・穂波川などの河川の氾

濫をもたらした（後藤ほか、２００４．永野ほか、２００４．山本・岩谷、２００４．な

ど）。また、南下した前線は、翌２０日に水俣市深川地区などで大規模な土石流

災害を引き起こした（守田ほか、２００４）。また、７月１１日・７月２０日・７月２９

日・８月１１日に北九州市で、７月２１日は大牟田市周辺、８月８日は豊前市な

どで土砂災害を生じた。２００４年には６月２６日に北九州市、９月６日に小石原

村周辺で小規模な土砂災害。２００５年は７月９日～１１日に筑肥山地周辺で土砂

災害が生じた。図４では、２００３年の土砂災害が突出して多く、福岡市南部か

ら北九州市門司区にかけて、北東－南西方向に連なる土砂災害密集帯の存在が

明瞭に認められた。県南部などのそのほかの地域は、図２・図３・図５とほぼ

同様の土砂災害分布密度であることがわかる。

図５は、２００６～２０１０年の土砂災害発生地点を示す。２００６年の土砂災害は、

６月１４日～７月２３日までの梅雨前線の停滞により繰り返し生じた豪雨により、

北九州市をはじめ県内ほぼ全域で生じた。２００７年は、７月２日と７月６日に小

規模ながけ崩れを県内各地で生じたが、土砂災害発生数は比較的少ない。２００８

年の土砂災害は、６月１９日に福岡県南部、６月２１日には太宰府市付近から朝

倉郡を経て田川郡に至る地域で崩壊が離散的に生じた。２００９年は山口県では７

月２１日（山本ほか、２０１０）、福岡県では７月２４日から２６日にかけて、中国・

九州北部豪雨と称される集中豪雨が発生した。福岡県内では、７月２４～２６日
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にかけて、太宰府市付近を最大として北東―南西方向に延びる総降水量５００

mm以上の豪雨が生じた。このため崩壊や土石流などの土砂災害のほか、那珂

川などで洪水氾濫が生じた（黒木ほか、２０１０）。２０１０年は、７月１３日～１４日

にかけて福岡県中北部で土砂災害が発生した。この５年間は、２００９年の中国・

九州北部豪雨で２００３年の九州豪雨以上の降水量を記録したが、２００３年より災

害発生件数は少なく、災害発生密度も他の期間よりはやや疎に見える。

３．土砂災害５年間発生密度の経年的変化

前述したように、福岡県では５年間連続した土砂災害の発生地点を地図上に

プロットすると、県内の斜面で一見してほぼ万遍なく分布するように見える。

これらの分布図は GISソフトを利用すると、一定面積内の災害発生密度を表

示することが可能となる。そこで、検索半径１０kmのカーネル密度で、１km２

あたりの災害発生地点数を１kmメッシュで表示し、災害発生地点密度を階級

区分図として表示した。また、１年ずつ経年的に災害密度の変化傾向を追跡す

るために、時系列的には５年間の移動平均で災害発生密度の変遷を追いかける

手法を用いて表示することを試みた（図６～２４）。

災害をカウントする期間の長さは任意に定められるが、この報告では５年間

の期間を取った。これは、大体県内のほぼ全域であまり片寄りなく万遍なく災

害が分布するように見えるほぼ最小の期間である。なおこの手法は全く客観的

なものであるが、検索半径の関係で県境付近の値は厳密さを欠くことになる。

また、福岡県の面積は、海面埋立て等によりこの期間で若干増加するが、増加

分はほとんどが土砂災害の発生しない平地であるので、ここでは県の面積・形

態はこの期間一定で変化しないものとして取り扱い、その面積を４９９０km２と

した。また、災害発生地点数密度（１km２あたりの災害発生地点数）は、０～０．１／

km２、０．１～０．５／km２、０．５～１．０／km２、１．０～１．５／km２、の４階級に区分したが、

２００３年を含む期間以外は、災害発生地点密度が小さく０～０．１／km２、０．１～０．５／

km２、の２階級のみの区分となっている。

図６は１９８８～１９９２年の５年間に発生した土砂災害発生地点の１km２あたり

の密度を示したものである。０．１～０．５／km２の範囲の土砂災害多発地域は、筑
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図６ １９８８～１９９２年

図７ １９８９～１９９３年
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図８ １９９０～１９９４年

図９ １９９１～１９９５年
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図１０ １９９２～１９９６年

図１１ １９９３～１９９７年
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図１２ １９９４～１９９８年

図１３ １９９５～１９９９年
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図１４ １９９６～２０００年

図１５ １９９７～２００１年
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図１６ １９９８～２００２年

図１７ １９９９～２００３年
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図１８ ２０００～２００４年

図１９ ２００１～２００５年
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図２０ ２００２～２００６年

図２１ ２００３～２００７年
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図２２ ２００４～２００８年

図２３ ２００５～２００９年
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（表１）５年間移動平均法による災害発生密度（１km２あたりの災害発生数で示す）
年代 ０．１未満 ０．１－０．５ ０．５－１．０ １．０－１．５ ０．１以上の面積比
８８－９２ ４２８６ ７０４ １４．１％
８９－９３ ３５２３ １４６７ ２９．４％
９０－９４ ３５７９ １４１１ ２８．３％
９１－９５ ３７５１ １２３９ ２４．８％
９２－９６ ３９２７ １０６３ ２１．３％
９３－９７ ３５１５ １４７５ ３０．０％
９４－９８ ４２２３ ７６７ １５．４％
９５－９９ ４０４８ ９４２ １８．９％
９６－００ ４３３７ ６５３ １３．１％
９７－０１ ４２６１ ７２９ １４．６％
９８－０２ ４６１１ ３７９ ７．６％
９９－０３ ３６２２ １００１ ３４２ ２５ ２７．４％
００－０４ ３６６０ １０２０ ２９０ ２０ ２６．７％
０１－０５ ３６４２ １０４６ ２８２ ２０ ２７．０％
０２－０６ ３６４９ １０３８ ２８５ １８ ２６．９％
０３－０７ ３６６９ １０２８ ２７５ １８ ２６．５％
０４－０８ ４８９２ ９８ １．９％
０５－０９ ４８１４ １７６ ３．５％
０６－１０ ４８３５ １５５ ３．１％

なお、面積比は福岡県内の災害発生密度が高い地域（０．１／km２）以上の福岡県内の
面積比の経年変化を示した。

図２４ ２００６～２０１０年
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豊丘陵・脊振山地東部・筑肥山地に出現する。その面積は７０４km２で、福岡県

の面積の１４．１％を占める（表１）。

図７は１９８９～１９９３年の５年間の土砂災害発生地点密度分布図である。１９９３

年に土砂災害が多数発生し０．１／km２以上となる土砂災害発生密度の大きい地

域を急増させたことがわかる。この年は大分・福岡県境付近で、台風の強風に

よる風倒木被害が深刻であったことで知られる。筑肥山地・耳納山地から英彦

山火山地に至る福岡県南東部で土砂災害密度が急増した。風倒木のみならず山

間部の土砂災害も急増している。土砂災害多発地域の面積は全県の２９．４％を

占め、計測対象期間では２番目の大きさに広がった。

図８の１９９０～１９９４年の土砂災害発生密度の大きい地域は、図７より若干縮

小した程度である。図９の１９９１～１９９５年の土砂災害発生密度の大きい地域は、

１９９０年に生じた筑肥山地の土砂災害の影響が失われたが、その一部に新たな

土砂災害が集中して発生し、０．１／km２以上となる高密度域の面積が引き続き維

持された形になった。また、北九州市周辺に新たに密度の高い区域が出現した。

図１０の１９９２～１９９６年は、図９より高密度域が多少縮小し、１９９１年に発生し

た脊振山地の高密度域が無くなり、高密度域の面積は全県の２１．３％まで低下

した。

図１１の１９９３～１９９７年は、１９９３年台風被害の影響が県南部に残るほか、北

九州市周辺に、新たに土砂災害が集中的に生じたことの影響で、０．１～０．５／km２

の高密度域が全県の３０．０％と調査期間中最大となった。図１２の１９９４～１９９８

年は、１９９３年に生じた県南部被害の影響が消えたため高密度域は大きく減少

したが、北九州周辺では高密度域が新たに拡大している。図１３の１９９５～１９９９

年は、１９９９年の豪雨で広い範囲で土砂災害が散発し、その結果、北九州地区

と耳納山地から古処山地にかけての地域に見られる０．１／km２以上の土砂災害

高密度域がそれぞれ多少拡大した。図１４の１９９６～２０００年は、２０００年の土砂

災害が散発的であったため、高密度域は若干縮小した。図１５の１９９７～２００１年

は、耳納山地東部の高密度域が増加し、全体としてやや高密度域面積が増加し

た。図１６の１９９８～２００２年は、耳納山地など県南部の高密度域が消え、北九州

地域のみ土砂災害高密度域が残った。この年の０．１～０．５／km２の土砂災害高密
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度域面積は、全県の７．６％まで減少した。

図１７の１９９９～２００３年は、２００３年の九州豪雨災害で福岡県では脊振山地東

部～太宰府市～筑豊地域、更に北九州市に形成された狭長なレインバンドに

沿って土砂災害が集中的に発生した。このため、災害発生密度が０．５～１．０／km２

に達する区域も発生し、また、一部には１．０／km２以上と極めて集中的に土砂

災害が発生した区域があったことがわかる。この期間は０．１／km２以上の高い

土砂災害発生密度を持つ面積比は、全県の２７．４％に達する。図１８の２０００～

２００４年には０．１／km２以上の高密度域は若干縮小したものの、引き続き同じ場

所に現れる。図１９の２００１～２００５年も同地域は引き続き若干縮小傾向であるが、

県南部では小規模な高密度域が出現したため、全体としては０．１／km２以上の

高密度域の面積は多少拡大した。図２０の２００２～２００６年も高密度域は縮小傾向

気味ながら引き続き同様の分布傾向を継続した。図２１の２００３～２００７年も、同

様傾向で高密度域の分布パターンはほとんど変化していない。

図２２の２００４～２００８年には、２００３年の九州豪雨災害の影響が図から消える

ため高密度域の面積は急減し、北九州市の一部や英彦山火山地周辺に小面積で

出現する程度になる。高密度域の全県に占める比率は１．９％で、調査期間中で

は最少である。図２３の２００５～２００９年は、２００９年に九州・山口豪雨が発生し、

連続雨量は２００３年より一部地域では大きかったにもかかわらず、土砂災害発

生が高密度になる範囲は、筑豊丘陵を除いてほとんど拡大していない。図２４

の２００６～２０１０年では図２３より高密度の土砂災害発生域は縮小している。

４．結果

福岡県砂防課で収集している１９５３～２０１０年までの土砂災害発生地点と土砂

災害発生密度の合成図（図２５）は、土砂災害の発生地点を年次別に記入した

ものと、検索半径１０kmのカーネル密度で１km２あたりの災害発生地点数を

１kmメッシュで表示し、土砂災害発生地点密度を階級区分図として示したも

のとを合成したものである。この図の土砂災害発生密度の高い地域の分布は、

２００３年度を含む図１７～図２１の土砂災害発生高密度域のパターンと類似してい

る。このことは、２００３年の集中豪雨が、土砂災害発生にとって非常に特異で、
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図２５ １９５３～２００１年までの土砂災害発生地点と土砂災害密度分布図

図２６ ５年間移動平均法による福岡県内の土砂災害発生密度０．１／km２以上の面積の経年
変化（縦軸は面積（km２）、横軸は対象年次（５年間））
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このため集中的な土砂災害をもたらしたことがわかる。表１と図２６に示した

ようにこの時の土砂災害発生密度は例外的に高い値を示した。その原因には降

雨パターンの特色等が考えられるが、これについては稿を改めて報告する。

表１に示した５年間の災害発生密度が０．１／km２以上となる地域は、福岡県

との面積比で、最大で３０．０％、最少で１．９％、平均で１９．０％であった。この

ことは、福岡県は平均して約２割弱の地域が土砂災害発生密度が大きく、１０km２

あたり５年間で１か所以上の災害分布密度で土砂災害を発生させたことを示し

ている。最近この値が著しく低下したが、２０１２年にも九州北部豪雨があり、こ

れを加えると再度土砂災害発生密度が増大する可能性が大きい。

土砂災害発生密度の高い地域の面積は、１９９３年の台風災害と２００３年の九州

豪雨災害後に飛躍的に拡大している。また、この期間の調査だけでは、経年的

な土砂災害発生密度の変遷を議論することは困難であるが、福岡県で梅雨末期

豪雨による土砂災害が少ない年には、梅雨末期の豪雨は福岡県より北で発生し

ていることが多い。このため亜熱帯高圧帯が地球温暖化に伴って拡大する傾向

があれば、福岡県の梅雨末期豪雨は減少することになり、表１の結果は最近の

温暖化傾向と必ずしも矛盾するわけではない。

本論文作成には、平成２３年度科学研究費補助金（基盤研究（C））、課題番

２３５０１２５３「土砂災害発生に関する経年的変化の検討」（研究代表者磯望）を利

用した。また、福岡県県土整備部砂防課からは土砂災害年次報告書の利用に便

宜を計っていただいた。以上記して謝意を表する。
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